
資産統括局 

【款：総務費 項：総務管理費 目：一般管理費】 

(１) 予算編成等関係事業費 

予算書の作成など、予算編成等における一連の事務を行う。 

3,283 

(3,036)

(２) 尼崎市ふるさと納税推進事業費 

ふるさと納税の推進を図るとともに、市内産業のＰＲを通じた活性化に寄与

するため、一定金額以上の寄附を行った市外からの寄附者に対して、市内企

業の商品等を記念品として贈呈する。 

22,207 

(22,233)

(３) 本庁舎等維持管理事業費 

本庁舎等の維持管理を行う。 

① 施 設 本庁舎、あまがさき・ひと咲きプラザ 

教育・障害福祉センター、市政情報センター 

② 竣工年 昭和 37 年～平成 10年 

③ 管 理 直営管理 

（本庁舎）       （あまがさき・ひと咲きプラザ） 

501,587 

(470,480)

(４) 本庁舎等整備事業費 

庁舎設備の機能を維持するための整備工事等を行う。 

本庁舎延命化対策工事等 

393,095 

(938,525)

(５) 自動車管理事業費 

尼崎市車両管理規程に基づく、公用車の維持・管理及び保険加入等の事務を

行う。 

58,606 

(51,908)

(６) 公共施設予約システム関係事業費 

公共施設の市民利用に係る利便性の向上と利用促進を図るため、自宅のパソ

コン、スマートフォン等から、施設の空き状況の確認や利用予約等ができる

公共施設予約システムを運用するとともに、必要なシステム改修等を行う。 

19,260 

(11,553)

(７) 公共施設マネジメント推進事業費 

本市の保有する公共施設について市民の意見を聴取しながら、ライフサイク

ルコストの縮減や量と質の最適化を含めた効率的、効果的な資産運営を推進

する。また、取組を着実に推進していくため、国の財政的支援の活用に必要

となる公共施設等総合管理計画の改訂を行う。 

債務負担行為（2年度提出分）金額 6,000 

9,260 

(2,471)
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(８) 公共施設予防保全推進事業費 

第 1 次保全計画に基づき、長寿命化に向けた改修工事の内容等を精査するた

め、予防保全対象施設の詳細調査を実施する。 

21,484 

(30,150)

(９) 建築工事積算システム関係事業費 

建築工事積算システムの更新、保守及びリース料

6,517 

(7,692)

(10) 建築設計関係事業費 

市有公共建築物の設計等に関する経費 

1,415 

(1,014)

【款：総務費 項：総務管理費 目：財産管理費】 

(11) 財政調整基金積立金 

尼崎市財政調整基金条例に基づき、本市財政の健全な運営に必要な財源とし

て同基金に積み立てる。 

・前年度決算剰余金 

・預金及び繰替運用収入等 

14,025 

(14,798)

 ≪基金残高の推移≫                             （単位：千円） 

28 末残高 29 末残高 30 末残高 元末残高 2 積立 2 取崩 2 末残高 

7,410,498 6,151,371 6,767,626 6,194,285 14,025 1,200,000 5,008,310

(12) 減債基金積立金 

尼崎市減債基金条例に基づき、市債の償還に必要な財源を確保し、もって市

財政の健全な運営に必要な財源として同基金に積み立てる。 

・公共施設マネジメント計画に係る土地売却収入 

・その他大規模な土地売払収入 

・預金及び繰替運用収入等 

736,613 

(1,545,815)

 ≪基金残高の推移≫                             （単位：千円） 

 28 末残高 29 末残高 30 末残高 元末残高 2積立 2 取崩 2 末残高 

通常分 5,492,070 5,494,515 5,042,081 5,720,424 53,613 1,000,000 4,774,037

公共施設マネ

ジメント計画分
738,000 2,550,921 4,223,328 4,247,511 683,000 287,275 4,643,236

合計 6,230,070 8,045,436 9,265,409 9,967,935 736,613 1,287,275 9,417,273

(13) 公共施設整備保全基金積立金 

尼崎市公共施設整備保全基金条例に基づき、公共施設の整備及び保全に必要

な財源として同基金に積み立てる。また、令和 2 年度に学校給食センター整

備に必要な財源の一部を同基金に積み立てる。 

・収益事業収入（競艇・競馬） 

・公共施設マネジメント計画に係る土地売却収入 

・預金及び繰替運用収入等 

1,133,898 

(239,752)

 ≪基金残高の推移≫                             （単位：千円） 

28 末残高 29 末残高 30 末残高 元末残高 2 積立 2 取崩 2 末残高 

2,792,869 3,082,591 3,379,617 4,003,885 1,133,898 248,200 4,889,583

(14) 財産管理事業費 

公有財産の統括管理及び有効活用や市有地の適正管理、市有建物の火災保険

に関する事務を行う。 

28,993 

(153,107)

29



(15) 尼崎東高等学校跡地活用事業費 

尼崎東高等学校跡地の活用において、散策道整備に向けた設計と当該予定地

の高木剪定、除草業務を行う。 

5,000 

(0)

(16) 新本庁舎建設基金積立金 

本庁舎の将来の建替えに必要な財源を計画的に確保する。 

254,629 

(253,110)

 ≪基金残高の推移≫                             （単位：千円） 

28 末残高 29 末残高 30 末残高 元末残高 2 積立 2 取崩 2 末残高 

251,030 513,528 767,322 1,021,662 254,629 0 1,276,291

【款：総務費 項：総務管理費 目：諸費】

(17) 税外収入還付金 

過年度の歳入において、収入超過となった国・県補助金等の返還を行う。 

150,000 

(150,000)

(18) 市税還付金、還付加算金等 

過年度に収入済の市税について、税額の減額異動等により過誤納金が生じた

場合に、現年度予算から還付金及び還付に伴う加算金等を支出する。 

412,000 

 （457,000）

≪決算の推移（法人市民税に係る内数）≫ 

26 決算 27 決算 28 決算 29 決算 30 決算 

件

数

5,625 件 

（665 件） 

4,738 件 

（768 件） 

4,940 件 

（750 件） 

4,080 件 

（796 件） 

4,078 件 

（786 件） 

金

額

399,276 千円 

(169,661 千円)

505,832 千円 

（287,118 千円）

406,293 千円 

（140,857 千円）

487,254 千円 

（186,771 千円）

249,219 千円 

（97,477 千円）

【款：総務費 項：徴税費 目：税務総務費】 

(19) 交際費 

固定資産評価審査委員会が外部との交際のために要する経費 

10 

(10)       

(20) 固定資産評価審査委員会関係事業費 

固定資産評価審査委員会開催等に要する経費 

32 

(35)

【款：総務費 項：徴税費 目：賦課徴収費】 

(21) 税務帳票作成関係事業費 

市税の賦課徴収事務に係る納税通知書等の作成・印字及び封入封かん等を行

う。 

66,453 

(46,652)
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(22)

主要

No.82

納付推進事業費 

口座振替やコンビニ収納などにより、市税の納付を推進する。 

また、令和 3 年１月の税務系新システムの稼働に合わせ、①クレジット納付

（Pay-easy 納付を含む）②LINE Pay を導入し、納税者の利便性向上を図る。

26,433 

(21,215)

≪口座振替加入率の推移≫

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

件数割合 25.2% 25.6% 25.7% 25.7% 25.7% 

金額割合 35.0% 35.0% 34.0% 34.9% 35.3% 

≪コンビニ利用率の推移≫

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

件数割合 32.9% 34.3% 34.9% 36.0% 37.1% 

金額割合 10.8% 11.4% 11.9% 12.2% 12.7% 

(23) 固定資産評価関係事業費 

固定資産に係る適正課税及び事務効率の推進に資するため、航空写真撮影及

び標準宅地の鑑定評価等を行う。 

45,254 

(93,001)

(24) 例日収入整理関係事業費 

市税の納付済通知書のデータ入力、各種集計表作成等に要する経費 

27,389 

(25,952)

(25) 国税等システム連携事業費 

地方税共同機構運営のｅＬＴＡＸ（エルタックス）システム等を利用して、

国税連携、電子申告、年金特徴等の各税務事務を電子化することにより、納

税者の利便性の向上や事務の効率化を図る。

38,132 

(20,934)

(26) 税務総合システム関係事業費 

令和 3 年 1 月に導入予定である税務系新システムのシステム賃貸借・運用保

守等の経費 

70,331 

(8,352)

(27) 職員旅費 

職員の出張、調査及び滞納整理に要する旅費 

301 

(315)

(28) 軽自動車税環境性能割徴収事務費等負担金 

当分の間、尼崎市に代わり兵庫県が徴収する軽自動車税環境性能割の徴収事

務費等の負担金 

1,298 

(1,023)
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【款：公債費 項：公債費 目：元金】 

(１) 市債償還金 

市債の発行の際に定められた条件により、毎年度必要とする元金を償還す

る。 

27,897,933 

(27,467,714)

【款：公債費 項：公債費 目：利子】 

(２) 市債利子 

市債の発行の際に定められた条件により、毎年度必要とする利子を支払う。 

1,433,045 

(1,833,305)

(３) 一時借入金利子  

歳計現金の収支不足を補うため、歳出予算内の支出に充てた金融機関等から

の一時的な借入金等に対する利子を支払う。 

1,552 

(4,448)

【款：公債費 項：公債費 目：公債諸費】 

(４) 元利金支払事務取扱手数料 

住民参加型市場公募地方債の特定の証券借入に係る元利金支払事務取扱手数

料を支払う。 

100 

(98)
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【款：予備費 項：予備費 目：予備費】 

(１) 予備費 

予備費 

100,000 

(100,000)
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